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貸 借 対 照 表 
（平成 23 年 3 月 31 日現在） 

（単位：百万円） 

科   目 金  額 科   目 金  額 

（資 産 の 部） （負 債 の 部） 
流 動 資 産 31,999 流 動 負 債 11,658 

現 金 及 び 預 金 3,290 支 払 手 形 242 

受 取 手 形 77 買 掛 金 9,964 

売 掛 金 21,120 リ ー ス 債 務 17 

親 会 社 株 式 336 未 払 金 340 

商 品 及 び 製 品 3 未 払 費 用 233 

仕 掛 品 3,179 前 受 金 25 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 209 賞 与 引 当 金 680 

繰 延 税 金 資 産 894 受 注 損 失 引 当 金 72 

短 期 貸 付 金 1,558 そ の 他 81 

未 収 入 金 1,212   

そ の 他 120   

貸 倒 引 当 金 △     4   

  固 定 負 債 2,026 

固 定 資 産 19,586 長 期 借 入 金 5 

有 形 固 定 資 産 13,242 リ ー ス 債 務 44 

建 物 及 び 構 築 物 2,580 繰 延 税 金 負 債 167 

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 460 再評価に係る繰延税金負債 552 

工 具 器 具 及 び 備 品 254 退 職 給 付 引 当 金 1,189 

土 地 9,871 そ の 他 68 

リ ー ス 資 産 75   

  負 債 合 計 13,685 

    

無 形 固 定 資 産 670 （純 資 産 の 部）  

ソ フ ト ウ ェ ア 559 株 主 資 本 39,036 

ソフトウェア仮勘定 45 資 本 金 3,804 

電 話 加 入 権 64 資 本 剰 余 金 3,040 

水 道 施 設 利 用 権 0 資 本 準 備 金 2,971 

  そ の 他 資 本 剰 余 金 68 

投 資 そ の 他 の 資 産 5,673 利 益 剰 余 金 32,191 

投 資 有 価 証 券 1,317 利 益 準 備 金 692 

関 係 会 社 株 式 2,809 そ の 他 利 益 剰 余 金 31,499 

長 期 貸 付 金 60 買換資産圧縮記帳積立金 579 

長 期 前 払 費 用 108 別途積立金 31,242 

前 払 年 金 費 用 689 繰越利益剰余金 △   322 

そ の 他 691   

貸 倒 引 当 金 △     4   

  評価・換算差額等 △ 1,135 

  その他有価証券評価差額金 △     7 

  土地再評価差額金 △ 1,128 

    

  純 資 産 合 計 37,900 

    

    

資 産 合 計 51,585 負債純資産合計 51,585 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 

平成 22 年 4 月 1 日から

〔 平成 23 年 3月 31 日まで 〕 
（単位：百万円） 

科   目 金   額 

 

売 上 高 77,095 

売 上 原 価 71,030 

売 上 総 利 益 6,064 

販売費及び一般管理費 5,134 

営 業 利 益 930 

 

  

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 及 び 配 当 金 283  

そ の 他 53 336 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 0  

固 定 資 産 除 却 損 4  

そ の 他 10 15 

経 常 利 益  1,252 

   

   

特 別 利 益   

品質保証引当金戻入益 13 13 

   

特 別 損 失   

 固 定 資 産 売 却 損 264 

 投 資 有 価 証 券 評 価 損 364 

 事 業 構 造 改 革 費 用 96 

 経 営 統 合 関 連 費 用 93 

そ の 他 128 947 

税 引 前 当 期 純 利 益  317 

法人税、住民税及び事業税 39  

法人税等調整額 △357 △317 

当 期 純 利 益  635 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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個別注記表 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 

  

その他有価証券  
  

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定しております。） 
  

時価のないもの 移動平均法による原価法 

  

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 
  

仕掛品 個別法による原価法 

商品及び製品、原材料及び 

貯蔵品 

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定してお

ります。） 
  

 ２．固定資産の減価償却の方法 

  

有形固定資産（リース資産を除く） 定率法によっております。 

ただし、平成 10 年 4月 1日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定額法によっております。

無形固定資産（リース資産を除く） 定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ

ております。 

リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成 20 年３月 31 日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。 

３．引当金の計上基準  
  

貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 

賞与引当金 従業員の賞与の支出に備えて、当事業年度におけ

る支給見込額に基づき計上しております。 

品質保証引当金 情報通信エンジニアリングプラント引渡後のかし担

保の費用に備えるため、当事業年度の売上高に対す

る将来の見積補償額に基づいて計上しております。

受注損失引当金 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年

度末における受注契約に係る損失見込額を計上して

おります。 
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退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。 

過去勤務債務は、発生時に一括処理しております。
 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14 年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理することとしております。 

  

４．収益及び費用の計上基準 売上高及び売上原価の計上基準 

イ 当事業年度末での進捗部分について成果の

確実性が認められる契約 

  進行基準（進捗率の見積りは原価比例法） 

ロ その他の契約 

  完成基準 

５．その他計算書類作成のための基本

となる事項 

 

  

消費税等の会計処理 税抜方式によっております。 

  

 ６．計算書類作成のための重要な事項

の変更 

資産除去債務に関する会計基準の

適用 

当事業年度から「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第 18 号 平成 20 年３月 31 日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第 21 号 平成 20 年３月 31 日）

を適用しております。 

これにより、営業利益、経常利益がそれぞれ１百万

円減少しており、税引前当期純利益は９百万円減少

しております。 

企業結合に関する会計基準等の適

用 

当事業年度から「企業結合に関する会計基準」（企業

会計基準第 21 号 平成 20 年 12 月 26 日）及び「企

業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適

用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成 20年

12 月 26 日）を適用しております。 
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Ⅱ．貸借対照表に関する注記 

 

１．有形固定資産の減価償却累計額 7,766 百万円

 

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

  (1) 短期金銭債権 2,156 百万円

  (2) 短期金銭債務 4,499 百万円

 

 

３．土地の再評価に関する法律（平成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号）及び土地の再評価に

関する法律の一部を改正する法律（平成 13 年 3月 31 日公布法律第 19 号）に基づき、事

業用の土地の再評価を行っております。なお、税金相当額を再評価差額より控除し、再

評価に係る繰延税金負債に計上するとともに、控除後の金額を土地再評価差額金として

純資産の部に計上しております。 

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年 3月 31 日公布政令第 119 号）第 2条第 3

号の定めによる固定資産税評価額により算出。 

再評価を行った年月日 平成 14 年３月 31 日

土地の再評価に関する法律第 10 条に規定する差額 971 百万円

４．損失の発生が見込まれる受注契約に係る仕掛品と受注損失引当金は、相殺せずに両建て

で表示しております。損失の発生が見込まれる受注契約に係る仕掛品のうち、受注損失

引当金に対応する額は 50 百万円であります。 

５．次の関係会社について、金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。 

ケーティーケーフジクラフィリピンインク 57 百万円 

（外貨額 30 百万フィリピンペソ）

 

Ⅲ．損益計算書に関する注記 

１．関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

売上高 164 百万円

仕入高 30,793 百万円

営業取引以外の取引による取引高 222 百万円

 

２．売上原価に含まれている受注損失引当金繰入額 47 百万円
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Ⅳ．税効果会計に関する注記 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産   

退職給付引当金 202 百万円  

賞与引当金 276 百万円  

投資有価証券評価損 269 百万円  

繰越欠損金 549 百万円  

その他 196 百万円  

繰延税金資産小計 1,494 百万円  

評価性引当金 △370 百万円  

繰延税金資産合計 1,123 百万円  

繰延税金負債   

買換資産圧縮記帳積立金 396 百万円  

繰延税金負債合計 396 百万円  

繰延税金資産の純額 727 百万円  

 

Ⅴ．リースにより使用する固定資産に関する注記 

１．ファイナンス・リース取引 

リース資産の内容 

工具器具及び備品 

リース資産の減価償却の方法 

重要な会計方針に係る事項「２．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成 20年３月 31

日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おり、その内容は次のとおりであります。 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高

相当額 

（単位:百万円）

 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額 

建物及び構築物 268 50 218 

機械装置及び運搬具 14 13 0 

工具器具及び備品 48 32 16 

合計 331 96 235 

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払い利子込み法により算定しております。 

②未経過リース料期末残高相当額等 

 一年以内 21 百万円 

 一年超 213 百万円 

  合計 235 百万円 

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払い利子込み法により算定しております。 
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③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

 支払リース料 30 百万円 

 減価償却費相当額 30 百万円 

④減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 

２．オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

 一年以内 0 百万円 

 一年超 －百万円 

  合計 0 百万円 

 

Ⅵ．関連当事者との取引に関する注記 

子会社及び関連会社等 

関係内容 

属性 
会社等 

の名称 

議決権等の

所有割合 

（％） 
役員の

兼任等 
事業上の関係 

取引の内容 
取引金額 

（百万円）
科目 

期末残高

（百万円）

資金の貸付(注)1 2,220

子会社 
住電通信エンジ

ニアリング㈱ 
直接 55.0 有 

情報通信ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞの

受注及び発注 
利息の受取(注)1 7

短期貸付金 840

子会社 ㈱コムリード 直接 100.0 有 
情報通信ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞの

受注及び発注 

情報通信ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝ

ｸﾞの発注(注)2 
4,525 買掛金 925

(注)3

子会社 ㈱リガーレ 直接 100.0 有 
情報通信ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞの

発注 

情報通信ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝ

ｸﾞの発注(注)2 
4,193 買掛金 691

(注)3

関連会社 近畿通信産業㈱ 直接 34.58 有 通信用資機材仕入 
通信用資機材仕入

(注)2 
3,839 買掛金 645

(注)3

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注)1.資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、返済条件は期間１年、期限までに

随時返済としております。なお、担保は受け入れておりません。 

2.情報通信エンジニアリングの発注、通信用資機材仕入については、市場価格を勘案して一般取引条件と同様に

決定しております。 

3.取引金額には消費税等を含めておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

 

Ⅶ．１株当たり情報に関する注記 

１株当たりの純資産額 843 円 82 銭

１株当たりの当期純利益 14 円 18 銭
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